
 

 

 

改正 平成２６年１０月２９日 原規技発第 1410291号 原子力規制委員会決定 

 

 

 

 再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原管研発第

1311275号（平成２５年１１月２７日原子力規制委員会決定））の一部を次のよ

うに改正する。 

 

   平成２６年１０月２９日 

 

原子力規制委員会         

 

 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部

改正について 

 

 

 原子力規制委員会は、再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈を別添新旧対照表のように改正する。 

 
附 則 

この改正は、平成２６年１０月２９日より施行する。 

 

 



 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正 新旧対照表（下線部は改正部分） 

 

○再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（制定 平成２５年１１月２７日 原管研発第 1311275号 原子力規制委員会決定） 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に 

関する規則 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（現行） 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（改正後） 

（保安電源設備） 

第二十五条 （略） 

 

２ (略) 

 

３ 保安電源設備（安全機能を有する施設へ

電力を供給するための設備をいう。）は、電

線路及び非常用電源設備から安全機能を有

する施設への電力の供給が停止することが

ないよう、機器の損壊、故障その他の異常

を検知するとともに、その拡大を防止する

ものでなければならない。 

 

４～５ （略） 

第２５条（保安電源設備） 

 

 

 

 

１ 第３項に規定する「機器の損壊、故障その他の異常

を検知するとともに、その拡大を防止する」とは、

電気系統の機器の短絡、地絡、母線の低電圧、過電

流等を感知し、遮断器等により故障箇所を隔離する

ことによって、故障による影響を局所化できるとと

もに、他の安全機能への影響を限定できることをい

う。 

 

２～５ （略） 

第２５条（保安電源設備） 

 

 

 

 

１ 第３項に規定する「機器の損壊、故障その他の異常

を検知するとともに、その拡大を防止する」とは、

電気系統の機器の短絡、地絡、母線の低電圧、過電

流等を感知し、遮断器等により故障箇所を隔離する

ことによって、故障による影響を局所化できるとと

もに、他の安全機能への影響を限定できることをい

う。また、外部電源に直接接続している変圧器の一

次側において３相のうちの１相の電路の開放が生

じた場合にあっては、安全機能を有する施設への電

力の供給が不安定になったことを検知し、故障箇所

の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の

拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）

を行うことによって、安全機能を有する施設への電

力の供給が停止することがないように、電力供給の

安定性を回復できることをいう。 

 

２～５ （略） 
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再処理施設の位置、構造及び設備の基準に 

関する規則 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（現行） 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（改正後） 

（重大事故等の拡大の防止等） 
第二十八条 再処理施設は、重大事故に至る

おそれがある事故が発生した場合におい

て、重大事故の発生を防止するために必要

な措置を講じたものでなければならない。 

 

２ 再処理施設は、重大事故が発生した場合

において、当該重大事故の拡大を防止する

ために必要な措置を講じたものでなければ

ならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２８条 （重大事故等の拡大の防止等） 
１ （略）  
 

 一～二 （略） 

 

三 （略） 

 

  ① 臨界事故  

a) 発生を防止するための手段が機能しなかった

としても、速やかに未臨界に移行し、及び未臨界

を維持できること。  

② 冷却機能の喪失による蒸発乾固  

a) 蒸発乾固の発生を未然に防止できること。  

b) 発生を防止するための手段が機能しなかった

としても、放射性物質の発生を抑制し、及び蒸発

乾固の進行を緩和できること。  

③ 放射線分解により発生する水素による爆発  

a) 水素爆発の発生を未然に防止できること。  

b) 水素爆発を防止するための手段が機能しなか

ったとしても、水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持できること。  

④ 有機溶媒等による火災又は爆発  

a) 火災及び爆発の発生を未然に防止できるこ

と。  

b) 火災又は爆発の発生を防止するための手段が

機能しなかったとしても、火災又は爆発を収束で

きること。  

⑤ （略） 

⑥ 放射性物質の漏えい  
a) 重大事故の発生を未然に防止できること。  

b) 発生を防止するための手段が機能しなかった

としても、重大事故の拡大を防止できること。 

第２８条 （重大事故等の拡大の防止等） 
１ （略） 
 

一～二 （略） 

 

三 （略） 

 

  ① 臨界事故  

a) 発生を防止するための設備が機能しなかった

としても、速やかに未臨界に移行し、及び未臨界

を維持できること。  

② 冷却機能の喪失による蒸発乾固  

a) 蒸発乾固の発生を未然に防止できること。  

b) 発生を防止するための設備が機能しなかった

としても、放射性物質の発生を抑制し、及び蒸発

乾固の進行を緩和できること。  

③ 放射線分解により発生する水素による爆発  

a) 水素爆発の発生を未然に防止できること。  

b) 水素爆発を防止するための設備が機能しなか

ったとしても、水素爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持できること。  

④ 有機溶媒等による火災又は爆発  

a) 火災及び爆発の発生を未然に防止できるこ

と。  

b) 火災又は爆発の発生を防止するための設備が

機能しなかったとしても、火災又は爆発を収束で

きること。  

⑤ （略） 

⑥ 放射性物質の漏えい  
a) 重大事故の発生を未然に防止できること。  

b) 発生を防止するための設備が機能しなかった

としても、重大事故の拡大を防止できること。  
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再処理施設の位置、構造及び設備の基準に 

関する規則 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（現行） 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（改正後） 

３ （略） ２～３ （略） ２～３ （略） 
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再処理施設の位置、構造及び設備の基準に 

関する規則 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（現行） 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（改正後） 

（有機溶媒等による火災又は爆発に対処する

ための設備） 

第三十七条 セル内において有機溶媒その他

の物質を内包する施設には、再処理規則第

一条の三第四号に規定する重大事故の発生

又は拡大を防止するために必要な次に掲げ

る重大事故等対処設備を設けなければなら

ない。 

 

一 火災又は爆発の発生（リン酸トリブチルの

混入による急激な分解反応により発生する

ものを除く。）を未然に防止するために必

要な設備 

 

二 火災又は爆発が発生した場合において火

災又は爆発を収束させるために必要な設備 

 

三 火災又は爆発が発生した設備に接続する

換気系統の配管の流路を遮断するために必

要な設備及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の

外部へ放射性物質を排出するために必要な

設備 

 

四 火災又は爆発が発生した場合において放

射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な設備 
 

第３７条 （有機溶媒等による火災又は爆発に対処する

ための設備） 
 
 
１～４ （略）  

 

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十

分に高いと判断されない場合には、多様性も考慮

して動作原理の異なる手段を追加すること。 

 
 ６～７ （略） 

第３７条 （有機溶媒等による火災又は爆発に対処する

ための設備） 
 
 
１～４ （略）  

 

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十

分に高いと判断されない場合には、多様性も考慮

して動作原理の異なる設備を追加すること。 

 
 ６～７ （略） 
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再処理施設の位置、構造及び設備の基準に 

関する規則 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（現行） 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する 

規則の解釈（改正後） 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第三十八条 再処理施設には、使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、又

は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその

他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水

位が低下した場合において使用済燃料貯蔵

槽内の使用済燃料を冷却し、放射線を遮蔽

し、及び臨界を防止するために必要な設備

を設けなければならない。 

 
２ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽から

の大量の水の漏えいその他の要因により当

該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下し

た場合において使用済燃料貯蔵槽内の使用

済燃料の著しい損傷の進行を緩和し、及び

臨界を防止するために必要な設備を設けな

ければならない。 

 

第３８条 （使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

 
１～４ （略）  

 

５ 上記の措置には、対策を実施するために必要とな

る電源、補給水、施設の状態を監視するための手

段の整備を含む。 

第３８条 （使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

 
１～４ （略）  

 

５ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる

電源、補給水、施設の状態を監視するための設備

の整備を含む。 
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